
令和 3 年度第 1 回亀山市新庁舎整備基本計画等検討委員会事項書 
 

日時：令和 3 年 11 月 24 日（水）10:00～ 

場所：亀山市役所本庁舎 3 階 第 3 委員会室 
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２．協議事項  

（１）外部環境の変化と基本計画への影響について【資料 1】 

 

 

 

 

 

（２）基本計画中間案の見直しの方向性について【資料 2】 

 

 

 

 

 

（３）新庁舎整備及び基本計画策定スケジュールについて【資料 3】 

 

 

 

 

 

３．その他 
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基本計画中間案の見直し

資料１
外部環境の変化と基本計画への影響について

◆ ＤＸ（デジタル変革）の進展
◆ ＳＧＤｓ達成に向けた取組拡大 ◆ニューノーマル(新たな日常)への対応

新型コロナウイルス感染症の世界的流行

コロナインパクトにより、想定以上の速さ
で拡大・急進する環境要因

中間案検討段階には想定できなかった社会的
に大きな影響を及ぼす環境要因

新庁舎整備に影響を及ぼす外部環境の変化

①分散する行政機能の
集約について 必要性について

③新庁舎の木造・木質
化について

④次代にふさわしい庁
舎について

★考慮すべき要素
・行政手続、事務のｵﾝﾗｲﾝ化
・ﾃﾚﾜｰｸ、WEB会議の浸透
・機能集約に伴う感染リスク

見直し項目等

【中間案の内容】

率性、維持管理費等の将来
費用を考慮し、原則、新庁
舎に全ての行政機能を集約
する。

【中間案の内容】

新しい交流が生まれる庁舎

能を設ける。

★考慮すべき要素
・ＤＸやニューノーマルを
踏まえた行政庁舎の在り方
・新図書館など他施設との整理

【中間案の内容】
・構造種別の例示
◆鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造
◆鉄骨造
◆鉄筋鉄骨ｺﾝｸﾘｰﾄ造

・庁舎の木質化

★考慮すべき要素
・カーボンニュートラル（2050）
・木造建築物の中高層化
・市の将来都市像「緑の健都」

★検討事項
・自治体ＤＸ
・職員の働き方改革
・公文書のデジタル化
・感染症対策

１０年後の庁舎（行政サー
ビス）の在り方は？

⑤建設地決定の考え方
★新庁舎整備スケジュールの変更に伴い検討する事項
・リニア中央新幹線停車駅との関連性
・建設地の選定時期について

関連



基本計画中間案の見直しの方向性について
資料２

①分散する行政機能の集約について

集約すべき
１行政サービス・事務のオンライン化が急速に進むとしても、行政は対面での対応が基本であり、行政機
能 の利便性向上や業務の効率化に繋がる。

２老朽化が進む公共施設の改修・更新を考えると、分散は将来的な財政負担が大きい。
３ サービス低下）も
補完できる。

分散すべき
１申請手続等のオンライン化が見込まれることから、行政機能を集約する必要性は低い。
２あいあい周辺の「医療福祉ゾーン」など、定着してきた土地利用の考え方を継続すべき。
３健康福祉部の機能を集約することにより、医療・保健・福祉の連携が図りにくくなることから、慎重な
議論が必要である。

その他意見
１分散化している分野（福祉・上下水道・文化スポーツ）ごとに集約化の必要性について再度協議すべき。
２ 機能を集約するメリットを明確にする
必要がある。

３集約化に当たっては、執務空間の細分化や窓口スペースと執務スペースの完全分離など徹底した感染症
対策が前提となる。

庁内検討における主な意見

（庁舎整備の基本方針に関わる重要事項であり、慎重な議論が必要であることから、中間案で議論した機能
集約のメリット等について、庁内ワーキンググループにおいて再検討し、その内容を踏まえ改めて協議を
行い方向性を決定することとする。）

上記を踏まえた方向性



②

交流機能は必要
１低層階に多目的スペースを設けることにより、イベント開催のほかに短期的事業の申請受付など行政事
務の利便性向上にも繋がることから、一定のオープンスペースは必要である。

２ ことで、災害時における避難場所や作業スペース等に有効活用できる。

交流機能は不要
１市内外から多くの人が訪れることから、一定の情報発信コーナーは必要であるが、 協働センター、
新図書館、文化会館などがあることから、多目的スペースやゆとりのある玄関ロビーを設ければよい。

２新図書館に交流
３庁舎内に交流空間を設けてうまくいっている事例は少ない。庁舎と公共的空間を明確に区分し、屋外に
広場やギャラリーなどを設けてはどうか。

４セキュリティの面からイベントや行事は他の施設を活用してもらうべき。
５ でない。
６十分な 必
要性は低い。

その他意見
１
２具体的にどういったことを行う場なのか、ニーズはあるのか不明なまま設けるべきではない。
３ ニーズは高いことから、各施設の機能を整理する必要がある。

庁内検討における主な意見

イベントやコンサートの開催など“新しい交流を生むスペース”については、他の公共施設で用意されてい
ることから、新庁舎における交流機能は、庁舎に立ち寄った際にくつろげる、立ち寄りやすさを優先し、ロ
ビーや情報発信コーナーなどに活用できる多目的スペースを低層階に配置する。

上記を踏まえた方向性



③新庁舎の木造・木質化について

木造・木質化について検討すべき
１本市が目指す将来都市像や脱炭素社会の到来を背景に技術革新が進んだ新庁舎の木造・木質化は総論賛
成であるが、コスト面や耐震性能、耐火性能等の安全面など、重要な項目について比較検討が必要である。

２費用対効果や財源（国県補助金など）の確保も同時に検討が必要である。
３ 時
間の重みがある都市の中核ゾーン形成につながるのではないか。

４庁舎機能の集約化から分散型庁舎とし規模縮小することでコストダウンを図り、「緑の健都かめやま」
にふさわしい木造・木質化の新庁舎とすべきである。

内装の木質化に止めるべき
１建築コスト及びメンテナンス経費からすれば、構造部分や外装の木造・木質化は避け、内装の木質化を
図るべき。

２地域産材の供給が少ないことから、内装の木質化に止めたほうがよい。

その他意見
１今回の新庁舎整備においては、大きな背景として防災拠点としての位置付けがあることが前提なら、耐
震性・耐用年数等におけるＲＳＣ・ＲＣ・Ｗ（木造）別の比較が必要である。

２構造の木造化・木質化だけでなく、空調機器の熱源に木質ペレットの利用等を図るなど、徹底したＣ０2
排出対策を講じるべきである。

庁内検討における主な意見

新庁舎の構造については、本市の将来都市像“緑の健都”や脱炭素社会の到来、技術革新が進む木造建築物
（中高層）などを踏まえ、内装の木質化はもとより、構造種別の選択肢に“木造”を加える。
なお、構造の決定は、基本設計の段階で建設地や規模等も考慮したうえで、耐震・耐火性能や助成制度を

含めたコスト面など詳細な比較検討を持って決定する。

上記を踏まえた方向性



④次代にふさわしい庁舎について

１開庁時（10年後）の行政サービスや働き方は予測が難しいことから、ＤＸに捉われ最初からコンパクト
にするのではなく、感染症対策（ソーシャルディスタンスの確保）や組織改編などへ柔軟に対応できるよ
う、スペースに余裕のある庁舎とすべきである。

２ 、
ひいては個人情報の保護にもつながる。

３コロナによりテレワークを試行導入したが、課題も多い。テレワークの導入が進むのか議論が必要であ
り、その結果によっては建築面積を考慮すべきである。

４ オ
フィスを参考（視察）としたほうがよい。

５保存文書については、データ化を図り書庫スペースの削減を図るべき。

６ＤＸ、職員の働き方改革、公文書管理、脱炭素社会に即した庁舎などについては、ＷＧを立上げ検討す
る必要がある。

庁内検討における主な意見

・上記の内容を参考に、基本計画の「Ⅲ-１」執務機能などを中心に加筆修正を行う。

・なお、ＤＸや働き方改革等の定着、木造庁舎の可能性などについては、必要により庁内ＷＧを設置し検討
を行う。

上記を踏まえた方向性



⑤建設地決定の考え方について

１ 考えられること
から、 ないか。

２近くリニア三重県駅候補地が示されることから、速やかに庁舎の建設候補地を示す必要があると考える。

３建設地は早々に候補地だけでも決定すべき。建設地によって、その庁舎の規模や面積、アクセス、他の
公共施設の集約化や統廃合など、様々な検討が違ってくる。

４災害時における対策本部が十分機能できるよう浸水区域等に配慮した建設候補地の選定や災害時における
ライフラインの利用等についても考慮した建設地の決定が必要である。

５建設地は、都市将来像との位置づけを踏まえた説明が必要と考える。現在地や幼稚園跡地については、
城跡に位置することから歴史的風致の形成の面、文化財保護の面などを考えても勧められない。

６基本計画では５箇所程度とあるが、私有地を含む場合もあり得るのか。そうであるなら、選択の幅が非
常に広くなるとともに、相手方の内諾を得て基本計画に記載するのか。

庁内検討における主な意見

１
リニア

とはしない。

２．建設地の決定時期
・基本計画では、新庁舎の整備方針等を踏まえた候補地を５箇所程度選定し、翌年度（R5）に候補地の中か
ら建設地を決定する。（公表は概略範囲に止める。）

・選定した建設地に私有地を含む場合は、決定に当たり地権者の内諾を得る必要があり、建設地の決定時期
は流動的なことから、基本計画では５箇所程度の候補地選定に止め、翌年度に建設地を選定・決定する。

・建設地の選定・決定は、基本計画で示す候補地に対する意見（外部検討委員会・市議会等）も踏まえ比較
検討のうえ、市（行政）が行う。

建設地決定の考え方



2018
（H30）

2019
（R１）

2020
（R２）

2021
（R３）

2022
（R４）

2023
（R5）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

2029
（R11）

2030
（R12）

当 初
基本構想
策定

基本計画策定
建設地
決定

・建設条件の精査
・用地交渉/取得

基本設計 実施設計 建設工事 開庁

変更後
基本構想
策定

基本計画策定
（計画案の見直し含む）

建設地
決定

・建設条件の精査
・用地交渉/取得

基本設計 実施設計 建設工事 開庁

資料3

新庁舎整備及び基本計画策定スケジュールについて

１．新庁舎整備スケジュール

２．基本計画策定スケジュール

検討内容
2019
（R１）

2020
（R２）

2021
（R３）

2022
（R４）

2023
（R5）

① 基本的な考え方
・基本理念/基本方針

② 新庁舎の機能・性能
・行政機能/建築構造など

③新庁舎の規模・配置
・配置計画/ﾌﾛｱ構成など

④事業計画
・事業手法/事業費など

⑤ 建設地
・５箇所程度の候補地選定

※建設地等によりスケジュールは変動します。

中
間
案

中
間
案 基

本
計
画
策
定

外部環境変化を
踏まえた中間案
の見直し

建
設
地
決
定庁内での候補地調査

行政機能の集約など中間案を
踏まえ、規模・配置、事業費
などを検討

候補地の
比較検討


